
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１月２８日、平成最後となる第１９８回国会が始ま

りました。１０月に消費増税を控える中、本年も「ひと」

と「地域」に寄り添い、くらしの安心感を高めること、

地域産業の活性化と経済の好循環の実現に全力を尽く

してまいります。特に、国内企業の９９％超、従業員数

の７０％を支えている中小企業の活動を支え、新たな

チャンスをつくり出すことが重要だと考えています。 
 

昨年１２月に国民民主党は、我が国の雇用と地域経済を支える中小企業への支援として、新規雇用正規労働者の

社会保険料企業負担分の１／２相当額を１０年間助成することを定める法案を提出しました。 

 

①社会保険料の企業負担 

→正規労働者として雇用する際の社会保険料の 

企業負担が経営環境を圧迫。雇用の阻害要因に。 
 

②後継者不足 

→経営者の年齢が７０歳を超える中小企業の 

うち約半数が後継者未決定という状況。 

 

中小企業を取り巻く現状 

※２０５０年までに約６５０万人 

の雇用と約２２兆円のＧＤＰが 

失われる恐れあり。 

 

 

 

法律によって期待される効果 

社会保険料の一部を国が負担することで、 
 

・✔ 中小企業の負担を軽減 

・✔ 労働者の正規雇用増で生活安定 

・✔ 地域経済も活性化 

 

 

 

 

 

 
 

中長期的な視点で財政基盤も強化でき、かつ地域経済 

を活性化させ、日本経済の好循環を構築できる！ 
 

浅野さとし衆議院議員は第１９８回国会の開会にあたり次のように抱負を述べました 

 

 
2019 年 1 月 31 日 

【連絡先】国民民主党茨城県第 5区総支部（浅野さとし事務所） 

【国会事務所】 
〒100-8981 
東京都千代田区永田町2-2-1 
衆議院第1議員会館 406号室 
TEL：03-3508-7231  
FAX：03-3508-3231 

 
  

【日立事務所】 
〒317-0071 
茨城県日立市鹿島町 1-11-13  
 
TEL：0294-21-5522  
FAX：0294-21-3014 

※仮に２０年間、毎年１０万人が 

利用するとして試算すると・・・ 

 

助成総額：１兆１，６８７億円 

経済効果：１兆７，１８１億円 

収  支： ＋５，４９４億円 

    （実施後２０年間の積算） 

 

 

 

私の出身業界である電機産業を始め、国内の製造

業・サービス産業において、中小企業のさらなる成長

機会を創出するため、国会の中から未来志向の新施策

や既存の支援制度の強化を目標に活動してまいりま

すので、皆さまのご理解とご協力をよろしくお願いい

たします。 

 

https://asanosatoshi.com/  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所属委員会 

▶経済産業委員会 ▶原子力問題調査特別委員会（理事）  

党内での所属調査会 

▶エネルギー調査会（事務局次長）▶税制調査会（事務局次長）  

浅野さとし 略歴 

▶1982 年 9 月生まれ（36 歳）、衆議院議員（１期） 

（株）日立製作所日立研究所研究員 

日立労組研究所支部執行委員 

大畠章宏衆議院議員秘書 

0226 
2018年 2月 26日 

0330 
2018年 3月 30日 

0411 
2018年 4月 11日 

0511 
2018年 5月 11日 

予算委員会第 7分科会 （経済産業省所管） 
事業承継の審査基準の明確化を求める 

【質問】  

事業承継税制の改正について、雇用要件の緩

和（5 年間の間に雇用の 8 割を維持できなかっ

た場合でも認定支援機関による指導と都道府県

の審査を通過すれば適用される）があるが、公

平性を保つ観点から審査の判断基準に一定のガ

イドラインを整備する必要があると考える。           

（浅野） 

【回答】 

ご指摘の通りであり、今後、判断基準

には最大限統一性を持たせるために

Q&Aもしくはガイドラインのようなも

のを整備して、運用に万全を期させて頂

く。    （中小企業庁 安藤長官） 

経済産業委員会 
中小企業に対し平等な機会の提供を求める 

【質問】 

昨年末に、約２０００社の地域未来牽引

企業が認定されているが、これ以外にも意

欲のある、素晴らしい企業がたくさんあ

る。意欲のある地域の中小企業の皆さんが

平等な機会の中で国の制度を活用できるよ

うな環境整備を求める。（浅野） 

 

【回答】 

それ以外の会社でも地域の活性化を牽引

していけるような事業計画を立てて頂けれ

ば、積極的に追加の選定を行なっていく。     

（世耕経済産業大臣） 

 

 

経済産業委員会 
支援窓口のシンプル化を求める 

【質問】 

 中小企業にはよろず支援窓口、ＩｏＴ推進ラ

ボ、スマートものづくり応援隊といった支援窓

口があるが、支援する枠組みが多様化して複雑

になっていくことが懸念される。こうした窓口

をできるだけシンプルにユーザーが使いやす

い仕組みにすることを求める。   （浅野） 

 

【回答】 

経産省で中小・小規模事業者向けのい

ろいろな施策を行うと、都度、個別の相

談窓口ができることになる。ただ、今後、

地方までしっかり施策を浸透させて窓

口が混乱しないよう取組んでいく。     

（世耕経済産業大臣） 

 

経済産業委員会 
知財活動支援策の周知徹底を求める 

【質問】 

 国内の知財活動状況で中小企業の出願件数は

大企業と比べると非常に少ない状況が続いてい

る。そのような中、今回の出願費用の半減措置

は中小企業の知財活動活性化に対して効果が期

待できる。周知活動の徹底を求める。（浅野） 

【回答】 

 国内からの特許出願件数に占める中小企業の割合は２０１７年時点で１

５．３％であり、年々増加  傾向にある。今回の改正措置は第４次産業

革命への対応を後押しするものであり、中小企業を含めた事業者の理解や

適切な対応を促していく。   （経済産業省 糟谷経済産業政策局長） 

 

 

 
政府を質す、浅野議員 

答弁する世耕経済産業大臣 

第198回国会における役割 

 

浅野議員はものづくり中小企業を全力で応援するという信念のもと、昨年の国会では次のような質疑を繰り広げました。 

 


